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要約 
 
 平成 13 年に独立行政法人が創設されて以来、7年を経ようとしている。既に、計画、実施、評
価の１サイクルを終え、第 2期に入っている法人、統廃合された法人等、評価を経て、それぞれ
の法人のあり方が見直されている。 
 評価の実施に当たっては、主務省及び総務省、それぞれに評価委員会が設置され、二段階の評
価体制が敷かれているが、いわゆる PDCA サイクルの視点で独立行政法人制度を俯瞰した時、評
価結果のフィードバックについて、必ずしも十分な実施が確保されているとは言えない状況にあ
る。政策評価法第３条にもあるように、評価結果の１つの活用方策として、評価対象である施策
にフィードバックすることがあるが、そもそも、独立行政法人の評価制度において、フィードバ
ックを包含しているものではないこともあり、PDCA サイクルのうち Aから Pを繋ぐサイクルの確
保、フィードバックの考え方の整理を行うことによって、独立行政法人の運営、及び事業の実施
を効率的、効果的なものとすることに繋がると考える。 
考え方を整理するにあたっては、予算や計画、更には主務省の政策との一貫性の確保が重要と
なる。すなわち、評価結果のフィードバック対象とその方法を検討するにあたっては、フィード
バックの枠を超えて、独立行政法人の評価制度との一体性の中で検討される必要性も見られる。 
 現状の独立行政法人評価制度を所与として、現状の事業フローに照らした場合、考えうる方法
を検討すると、フィードバック対象としては、目標の達成度に基づく期中予算の見直し、計画指
標の見直しが適切である。その際、中期計画期間中の年度計画全体を見直すローリングシステム
の考え方が、期間全体の目標管理という点で有効であると考えられる。 
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1 はじめに 
 
 
独立行政法人は小さな政府志向の下で政策と実施を分離するとの発想から設立された。その運
営に当たっては、主務省から提示される一定期間の目標（中期目標）に対して、達成のための計
画（中期計画）を策定し、目標を達成することが期待されている。そして、その達成状況に対し
ては、有識者による評価機関（主務省における評価委員会、以下「府省評価委員会」）を設置し
て評価する制度が構築されている。更に、独立行政法人全体を俯瞰する評価機関として総務省に
政策評価・独立行政法人評価委員会（以下「総務省評価委員会」）も設置され、二段階のチェッ
ク体制が敷かれている1。 
行政機関の政策に対する評価は「行政機関が行なう政策の評価に関する法律（平成 13 年法律
第 86 号）」（以下「政策評価法」）において規定され、同法第 3条に評価結果の反映（フィードバ
ック）義務が規定されている。行政機関の運営を、いわゆる PDCA サイクルに当てはめて考えた
場合、予算を含む計画が Plan、計画に基づく事業の実施が Do、事業を含む活動や結果の評価が
Check にあたる。そして、フィードバックが Action に相当すると考えられ、この Action が確実
に行われることによって、初めて PDCA サイクルが機能することになる。独立行政法人において
もその必要性は高いが、「独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）」（以下「通則法」）に
おいて、法人は評価を受ける旨の規定があるのみであり2、フィードバックという点では、現状で
は法人ごとにその方法を模索していると思われる。 
評価制度を活用して、効率的、効果的な法人及び事業の運営を期するためには、この PDCA サ
イクルの機能は極めて重要である。しかし、通則法では Action にあたる評価結果のフィードバ
ックについての規定はなく、現在の評価制度の中には、フィードバックは包含されていない。こ
の仕組みの構築は独立行政法人制度全般の課題の１つと言える。方法論の検討においては、予算
要求や年度計画策定といった一連のプロセスとの関係もフィードバックに当たっての重要なポ
イントとなる。現実には、カレンダー上の作業スケジュールについても考慮する必要があり、現
在の条件の下で制度メリットを最大限に引き出すような仕組みの構築が必要である。 
 以上のような問題意識を背景として、本稿では独立行政法人の評価結果をフィードバックする
際の考え方や課題を整理し、現状において考えうる方法について検討する。なお、本稿の内容は
筆者個人の見解であることを予めお断りしておく。 
 
 
２ 独立行政法人評価の現状 
  
 
公的機関の評価制度に関する論考では、予算（制度）との関係に注目し、双方の連動が欠けて
いることが指摘されている3。更に、地方自治体の事例を比較分析するケースも見られる4。しか
し、連動させる必要性や評価制度と、その結果の因果関係の分析についての分析・指摘はあるも
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のの、どのように連動すべきか、という方法や連動に際しての課題・解決策まで踏み込んだもの
は少ない。その意味では、現状での評価結果のフィードバックに関する論考では、フィードバッ
クの必要性の指摘を目的としたものが多いと言える。 
 しかし、フィードバックを考える場合、後述するように評価の目的にまで遡って考える必要が
あると思われる。松尾（2006）の調査からは、行政評価システムに歳出抑制を期待する自治体が
あることがわかる5。評価結果が芳しくないものは予算が効果的に使われていない事例として、直
接的に削減の対象となりうることを示唆している。しかし、現実には評価プロセスを経ても歳出
削減に繋がっていないという分析もあり6、査定という評価の導入背景や、当該施策、事務事業の
必要性や優先度、政治的側面などを加味した場合に、現状の評価の難しさを示すものともいえる。 
 評価の目的を考える場合、2 つの相対的な対応の一方をもって、フィードバックの考え方とす
る方法は妥当ではない。予算との連動で言えば、歳出削減という目的のみを明示的に掲げれば、
評価対象である目標を達成するためのインセンティブを欠くことになりかねない。そもそも、歳
出削減を掲げるのであれば、無駄を省くための評価を行えばよいのであって、たとえば、会計検
査や財務省の予算執行調査などはそれにあたるといえよう。 
 独立行政法人の評価は、通則法においてその実施が規定されているものの、いわゆる PDCA
サイクルに照らして考えた場合、同法においても、あるいは運用上も、何のために、どのように
行うのか、評価を行う目的、考え方は明確になっていない。まず、評価を実施することの原点と
して、何のために評価を行うのかという目的を明確にすること、そして、それを踏まえて、活動
結果、プロセスなど評価の対象を明確にすること、どのような基準で評価を行うのかというもの
さしを明確にし、これを衆知のものとすることが必要であろう。一方、評価実施者という点では、
通則法において、各府省評価委員会、及び総務省評価委員会が行うことが明確にされている。以
上から考えれば、こうした評価実施者は、各者の見解と判断に基づいて評価を行っているのが現
状であると推測される。 
なお、これらの点に関しては、平成 19 年 12 月に閣議決定された独立行政法人整理合理化計画
において、評定区分の統一、評価基準の統一を検討する旨明記され、平成 20 年の早い時期に結
論を得るとしており、今後、方向性なりとも明らかになることが期待される点を付記しておきた
い。 
以下、まず、独立行政法人の活動サイクルを確認したうえで、上記に挙げたような課題につい
てフィードバックの視点から考察し、適切なフィードバックを行うための方法について検討する。 
 
 
3 独立行政法人運営のサイクル 
 
 
 独立行政法人に対する評価結果のフィードバックについて現実的な方法を論じるにあたって、
まず、評価を含めた法人運営のサイクルを確認することが必要である。筆者の勤務する独立行政
法人国際協力機構（以下 JICA）を事例として年次サイクルを図示すると図 1のようになる。この
うち、独立行政法人の共通事項として挙げられる予算要求、年度計画作成、事業実施、業績評価、
決算について整理する。なお、本稿における年度の考え方は、特に断りのない限り評価対象の事
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業年度を N年度として表記する。 
(1) 予算要求 
N+2 年度の予算要求作業は、N+1 年度の 6 月末頃に策定、公表される政府の骨太の方針に始ま
るということができる。しかし、法人内部では早ければ 5月頃には主務省の政策方針案に基づい
て新規要求案の検討が始まり7、おおよその骨格を作る作業が行われる。7月下旬のシーリング閣
議了解を経て大詰めの作業が行われ、8月中旬には主務省に対して法人案が提出される。その後、
12 月の財務省原案の内示まで個別の調整が続くが、少なくとも独立行政法人としての予算要求案
は 8月中旬に主務省に対する提出の時点で確定する。 
(2) 年度計画予算と事業実施 
各年度の年度計画予算の編成は国会における年度予算の成立が前提であるが、3 月末までに主
務大臣に対して届け出る必要があるため8、12 月末の財務省原案による内示額をもとに 1 月には
作業が開始される。そして、3 月末の主務大臣への届出を経て、同計画予算に基づいて新年度の
事業が開始される。 
同計画予算は、基本的に各事業の必要額の積上げをもとに、政策的な重点配分等を勘案して最
終的に決定される。 
(3) 決算 
 独立行政法人は財務諸表等の決算関連書類を当該年度終了後 3 ヶ月以内に主務大臣に提出し、
承認を得ることとなっている9。実際は、主務大臣への提出の前に、主務大臣により選任された会
計監査人による監査を受けている。したがって、実際に財務諸表等をまとめる作業は約 2ヶ月で
ある。また、国会における決算情報に対する審議をみると、N-2 年度予算決算に関する決算委員
会審議が N年度の 5月頃に行なわれている。すなわち、予算要求から決算までの一連の流れが完
結するには 4ヵ年を要する10。 
(4) 業績評価 
図１で明らかなように、法人内における N+2 年度の予算要求案検討作業が始まるタイミングと
同時に、N 年度の決算作業は最終段階を迎え、さらに、業績評価についても決算数値の確定とと
もに法人としての自己評価最終案が作成され、府省評価委員会に対して提出される。そして、数
度の委員会開催を経て 8月上旬に最終評価が固まり、法人に対して通告されるとともに総務省評
価委員会に対してその結果が通知され、11 月上旬に同委員会からの指摘事項が公表される。 
 
 
4 フィードバックの視点から見た独立行政法人制度の課題 
 
 
政策評価法第 3条では、政策評価の在り方として「その所掌に係る政策について、適時に、そ
の政策効果（当該政策に基づき実施し、又は実施しようとしている行政上の一連の行為が国民生
活及び社会経済に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響をいう。以下同じ。）を把握し、こ
れを基礎として、必要性、効率性又は有効性の観点その他当該政策の特性に応じて必要な観点か
ら自ら評価するとともに、その評価の結果を当該政策に適切に反映させなければならない。」と
規定されている。ここから、評価結果はその反映（フィードバック）という形での活用が期待さ
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れていることがわかる。しかし、「政策評価の実態は、評価結果をどのように使うのかについて
も明確にされていない」11という指摘もある。 
いずれにしても、評価結果の活用という一般的な見方として、政策評価法における考え方は独
立行政法人にも当てはまる。現状の評価制度には多くの課題も指摘されているが12。ここでは、
独立行政法人の評価結果のフィードバックを検討するにあたって、政策、予算、及び計画との関
係において課題を整理する。 
 
 
 
4-1 予算査定における課題 
 
フィードバックという視点において指摘される最たるものは、予算査定との連動である。評価
結果を当該予算のあり方に影響させる方法は、第三者の目にもわかりやすいものであるし、この
必要性を指摘する論考は多い。業績がよければ査定増、悪ければ査定減とするような方法は最も
わかりやすいものであろう13。しかし、評価過程において分析を加えることで、単純に評価結果
と査定の方向性が一致しないこともある14。客観的に見れば、予算査定との連動が歳出削減とイ
コールであるかのような風潮があることには注意が必要であり、評価結果をどのように予算査定
に結びつけるかという考え方の整理も必要であろう。 
一方で、現在の独立行政法人が「行政効率化や合理化等の管理的な性格からスタートした」15制
度であることや、昨今の独立行政法人を巡る論調にかんがみれば、短中期的に事業の拡大や予算
増は考えにくい。この点は、たとえば平成 21 年度予算概算要求基準においても、独立行政法人
の運営費交付金を抑制するとする方向性に見ることができる。その意味では、少なくとも総額予
算としての増査定は考えられず、更に今後も法人の予算自体を効率化することが前提とされる限
り、水準維持もありえないと考えるのが現実的であろう。現状の制度を前提とすれば、予算に対
するフィードバックは前年度比減の総予算が前提としてあること、すなわち評価結果如何に拘わ
らず、法人の予算は削減方向にあるのが現状である。 
  
 
4-2 予算体系における課題 
 
予算へのフィードバックを考える場合、評価と予算の単位を一致させる必要がある16。独立行
政法人の場合、上位に位置する中期計画や年度計画の構成を事業の集合体としてのプログラムベ
ースとし、また、評価単位として、それに基づいて予算配分、目標設定を行なうことが考えられ
る。独立行政法人の予算体系は各法人の主体性に任されており、プログラム予算を組むことは可
能である。また、現実にそれに近い形の予算体系を有する法人もある。プログラムという考え方
は、予算のみならず計画の構成にも連動するという点で、独立行政法人の活動の論理的一貫性を
保つための基本事項の 1つと考えることができる。秋田県、静岡県や三重県では、評価対象とし
ての事業と予算上の事業を一致させて評価結果のフィードバックを可能にしている。自治体によ
り、評価対象を個々の事業とするか、事業の集合体となるプログラムかという 2つの考え方が存
在するが、評価結果のフィードバックという視点では、予算体系と評価単位の課題をクリアして
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いると考えられる。 
なお、評価の前提として重要となるのが設定指標である。これが定量的であることが望ましい
のは言うまでもないが、上位に位置する政策との関連性が確保されていることが対外的にも内部
的にも重要である。この点は次項で整理する。 
 
 
4-3 政策体系との一貫性の確保 
 
東（2005）は、政府官庁の政策評価制度の課題を整理する中で、独立行政法人等の関係機関の
目標が各省庁の政策目標と関連性を有していないがためにその有効性を逸していると指摘して
いる。独立行政法人が「政策企画立案」と「政策の実施」の分離という考え方を体現しているこ
とからすれば、法人は政策の実施を担う部門であり、総務省の独立行政法人評価制度に関するホ
ームページにおいてもその構図が確認できる17。したがって、その成果は主務省の政策実現の一
端を構成し、主務省の業績の一部は法人の働きに拠っていることになる18。したがって、主務省
における政策目標の設定において、関連法人による貢献度などが設定できれば、おのずと当該法
人における組織目標（たとえば中期目標）も決まることになる。逆の見方をすれば、主務省側に、
所管法人に対して、政策目標を達成するために何をしてもらう必要があるのか、明確な活動目標
と存在意義を提示する意識が求められる19。 
しかし、政策との連動が確保された場合でも、適切な目標の設定が必要である。この「適切」
とは、法人の使命から達成目標までの論理一貫性が保たれていることを意味する20。その際、岡
本（2007）はログフレームを用いた設定を提案している21。その設立経緯と相俟ってか、主務省
の政策や法人使命と中期目標、計画に記載される事業目標、達成目標の間の論理的関連性が乏し
いものも見受けられる。つまり、プロセスやインプット、効率化が目標とされ、事業実施の結果
として現出するアウトプット、アウトカムが提示されておらず、法人の使命の実現にどのように
貢献していくのかが、必ずしも明らかとなっていない。アウトカムは法人による直接的な働きか
けとその他社会的な要因などが組み合わさって生じるものであることや、そもそも中期計画期間
中には発現しないことも考えられる。したがって、少なくともアウトプットを目標として設定す
る他、法人が依拠する政策に対する貢献度を設定する等、国の施策を「実施」する機関としての
役割を適切、的確に評価できるよう、スタートラインで制御することが必要である。 
この点において、評価委員会の役割が重要となる。通則法第 29 条第 3 項にあるように、中期
目標の設定において、主務大臣は評価委員会の意見を聞くこととされている。したがって、評価
委員会は中期目標の妥当性、政策との論理性について確認することができる立場にある。理想的
には、こうしたプロセスを経て、目標指標の妥当性に関する議論を集中的に行なうことで、評価
においては目標達成のための改善、検証に関する議論が行なわれることとなる他、予算に対する
考え方も査定から目標達成のための投入資源という見方にシフトし、結果としてフィードバック
の考え方にも影響が及ぶと考えられる。 
 
4-4 計画体系の考え方 
 
独立行政法人の計画体系における年度計画の考え方についても整理が必要である。年度計画は
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中期計画のブレイクダウンであることをその指標設定において明確にすべきと考える。現状の年
度計画では中期計画における目標達成のための方策を実施する旨掲げるにとどまり、各年度の達
成目標は必ずしも示していないことが多く、その達成状況が当初想定の範囲であるのか等、進捗
度合いがわからない状況となっている。各年度業績に対する評価結果をフィードバックしていく
ためには、期首において各年度の目標設定を行うこと、そのうえで各目標に対する評価が必須で
ある。また、各年度の達成目標とはいえ、あくまでも最終達成目標に対する到達過程であること
から、その評価基準、反映方法としては最終目標到達のための修正と位置付け、当該年度のみの
進捗で結果を断定するような評価は避けるべきであると考える。 
 
 
5 フィードバック方法の検討 
 
 
こうした課題を踏まえつつ、以下では具体的なフィードバックの方法について検証し、その実
現可能性を探る。1つの組織や事業は、基本的に Plan（予算、事業計画）、Do（事業実施）、Check
（評価）、Action（フィードバック）という PDCA サイクルにより運営され、評価結果のフィード
バックは Plan、すなわち予算や事業計画に返っていくことが自然な流れと位置付けられる。そこ
で、フィードバックの対象として予算及び計画を取り上げ、その現実的な課題と展望を探り、さ
らに、フィードバックの１つの方法であるローリングシステムについて考察する。 
 
5-1 予算に対するフィードバックとその課題 
 
予算へのフィードバックを考える場合、要求・編成段階と実施段階の 2つの視点がある。 
予算要求、編成という作業は行政機関における重要な意思決定プロセスの 1つである。現状の
行政においては、財政民主主義の原則のもと、入口（予算）と出口（決算）が重要なコントロー
ル機能となっている。予算措置は事業実施のゴーサインであるが、単年度予算主義にも起因して、
事業の進捗や成果などの評価に拘わらず、予算消化が目的化する傾向も指摘される。 
現状、独立行政法人予算の算定の考え方として多くの法人がルール式を採用しており、運営費
交付金及び特殊要因としての政策的予算を総額として算出する形式が採られている。これは成果
を出すことを最終的な目標として、予算の流動性を確保し、最適かつ効果的な執行を行うという、
独立行政法人の特徴である弾力的運営を担保する仕組みの 1つであるが、総額方式ゆえに、必ず
しもプログラム別、あるいは事業別の予算の積み上げとなっていない。つまり、要求段階ではフ
ィードバックの対象が存在しない。また、現状では評価対象項目は必要経費としての予算額と対
称性を有しておらず、その点からもフィードバック対象を定めることができない状態にある。こ
のように、予算要求へのフィードバックは必ずしもプログラムや個々の事業での PDCA サイクル
の運用に資する形とはなっていない。予算要求へのフィードバックを考えるに際しては、評価と
の連動、そして弾力的運営という、法人制度に求められる2つの要求を同時に満たす必要がある。 
また、予算要求へのフィードバックを事業サイクルとの関係で捉えると、図１のとおり府省評
価委員会による評価結果は法人での予算要求資料作成作業がほぼ終わり、主務省に対して提出す
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る間際に確定することになっているため、事業サイクル上、N+2 年度予算要求へのフィードバッ
クはほぼ困難であることがわかる。さらに、N+1 年度の事業が開始された直後に N+2 年度の予算
要求作業が開始され、しかも N 年度の決算報告の主務大臣提出期限が 6 月末日22であることを勘
案すると、N 年度の決算が最終確定する前に、実質的に N+2 年度の予算要求について検討が開始
されており、この段階で決算情報すら予算要求に対するフィードバックは難しいことがわかる。 
次に、年度計画予算へのフィードバックを考える。事業サイクルの視点で見た場合、N 年度の
評価結果が明らかとなるのは既に N+1 年度事業が開始された後であり、また N+2 年度までは半年
以上の猶予がある時期である。事業の連続性から考えれば、N+1 年度へのフィードバックが望ま
しく、期中の変更という形でフィードバックを行うことが考えられる。また、N+2 年度は期首で
の反映が可能であるが、評価対象年度(N)とフィードバック対象(N+2)との間には 1年間のブラン
クが生じるため、N+2 年度と N+1 年度の評価が逆になることがありえ、その場合、N 年度の評価
結果のフィードバック先である N+2 年度予算は、特に事業のフローを念頭に置いた場合、直前の
N+1 年度の業績と比較をすると不整合となる可能性もある（図 3）。 
 
図 3 フィードバックの流れ 
 
N年度 N+1年度 N+2年度
○
X
フィードバックの流れ
事業の流れ
（筆者作成） 
 
なお、期中で年度計画予算に対してフィードバックを行うためには、年度当初に一定の留保予
算を確保し、評価結果に照らして新規・再配分の原資とする必要がある。そもそも、フィードバ
ック基準の整理が必要であるが、評価制度が最終目標達成のためのプロセスであると捉えれば、
後述するように、目標達成に向けた軌道修正、態勢立て直しを図ることを主目的として考えるこ
とが適当であろう。この予算の留保、評価結果に基づく資源の再配分という考え方はインセンテ
ィブとしての位置付けも看取することができる。ただし、予算は必要性に基づくものであって、
単純に評価結果と予算のリンケージを図ればよいというものではないことは言うまでもない。ま
た、現状の評価対象項目（計画）が必要経費と一体性を持たない状況では、年度計画予算といえ
どもフィードバック対象は必ずしも明確ではないことは、先に触れたとおりである。 
なお、予算の留保という考え方については、些細な事柄ながら年度計画予算を組む際にどのよ
うに配分しておくかという課題もある。単純には具体的事業の裏づけを持たない予算として確保
しておくことになるが、独立行政法人の場合、毎年度の予算計画について公開を義務付けられて
いるため、どこにも配分されない予算が生じることで、当該年度全予算と公開している計画予算
に差額が生じることとなる。実際には、特定の支出予算科目に上乗せすることになると思われる
が、結果として他科目に配分される可能性もあることから、留保・配分額規模によっては、当該
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科目の予算と決算において大きな乖離が生じる可能性もある。公開情報としての予算には正確性
を欠くこととなるが、現実の事業サイクルを前提とする限り、評価と予算を連動させ、評価に基
づく資源配分を行なうためには配分財源の留保は必須とならざるをえない。評価と予算の連動を
図っている旨を明確にし、かつ反映状況の概要を公表することで、予算決算上の乖離についての
説明は果たすことができると思われる。 
予算要求へのフィードバックという視点で、現状において評価対象と必要経費の対称性を有し
ているのは組織全体の評価と予算である。すなわち、中期計画終了時の組織業績評価と次期中期
計画予算との関係においては予算要求へのフィードバックが可能であるということができる。し
かし、現在の独立行政法人を取り巻く状況にかんがみれば、全体の予算が増査定されることは考
えにくく、高い業績評価を得た結果であっても全体としては予算増という形でのフィードバック
自体考えにくい。とすれば、予算要求への反映という方法においては、一定減を踏まえた総額の
範囲での内部配分ということになり、極言すれば評価制度が法人の目標達成への意欲を減退させ
るという矛盾も生じかねない。その場合、いかに失点を抑えるかという消極的な指標設定、目標
設定につながってしまう可能性も否定できない。 
とはいえ、組織業績の評価と中期計画予算との対称性は確保されており、組織に対する評価結
果を予算に反映させるための仕組みは存在しているといえる。課題は、その内訳としての評価項
目と予算の対称性であり、これは、予算要求にも計画予算にも共通の課題であるが、このポイン
トが解消されればいずれの予算への反映も可能となる。すなわち、予算体系をプログラム単位、
事業単位とし、当該単位を目標設定・評価項目とすることが、予算要求と評価の連動性を確保す
るうえでの鍵となるといえよう。 
以上から、現状においては、少なくとも期中における年度計画予算及び、N+2 年度の年度計画
予算編成へのフィードバックが可能であることは指摘できる。一方、事業の連続性を前提とした
予算要求へのフィードバックを行うためには事業サイクルの見直しが必要となることが明らか
であり、こうした見直しを図ることで、プログラムの目標達成に向けた個々の事業間の融通性向
上など、法人制度の特徴である運営の柔軟性が確保されることにも繋がろう。 
 
5-2 計画に対するフィードバックとその課題 
 
計画（指標）へのフィードバックを考える場合、対象としては年度計画と中期計画がある。毎
年の業績評価は各年度の事業実績に対する評価、最終年度の評価は法人に対する期間中の業績評
価であり、それぞれ年度計画、中期計画の業績が評価対象である。したがって評価の対称性を踏
まえれば、各評価のフィードバック先も各々の計画となる。 
現状の中期計画では、様々な項目、指標が掲げられ、それが当該期間の目標として設定、認識
されている。したがって、指標に対してフィードバックする場合、中期計画に記載される個々の
目標指標が対象となる。そして、これら指標は中期計画から年度計画にブレイクダウンされるた
め、フィードバック対象としては中期計画及び年度計画の 2とおりが考えられる。両計画とも通
則法により公開を義務付けられているものであり、評価結果を反映し何らかの修正を行なった場
合には対外的に明示されることとなる。 
ただし、中期計画に掲げられる指標は一定期間（3 年から 5 年）の達成目標であり、この点で
期中の事業実績をもとに最終目標を修正することの必要性を吟味する必要がある。期中において
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最終目標を下方修正した場合、その時点で当初の目標達成を放棄したこととなり経営陣の責任問
題ともなりえる。しかし、目標達成に向けた建て直しのための残存期間がある中で目標達成を放
棄する必要があるのかは疑問の余地がある。逆に期中業績が良好な中で最終目標を上方修正する
インセンティブが働くかも疑問である。むしろ、期中の業績がよく、最終到達点の見通しがよく
なれば、それは目標値を超えた業績として勘案するインセンティブが働くと思われる。独立行政
法人は、その設立の背景等から、少なくとも現状において、業績評価を経て目標の達成により予
算が増える、役員を除けば組織構成員の報酬に反映されるというものではないこともあり、当初
の目標を達成してもどのような見返りがあるか不透明な中で23、敢えてその目標値を上方修正す
るようなモチベーションは持ち得ないと考える。 
このように、中期計画における目標について修正する意義は必ずしも高くなく、フィードバッ
ク対象としては最終目標に影響を与えない範囲での修正、すなわち年度計画が適切と考えられる。
その場合の考え方を単純化したうえで表 1のように整理した。 
 
表 1 N 年度評価結果のフィードバックパターン 
N年度
(評価確定)
当初計画 a b c x(a+b+c)
ケース１ a+1 b c x 目標達成
ケース２ a+1 b c x+1 好業績
ケース３ a-1 b+1 c x 目標達成
ケース４ a-1 b+0.1 c+0.9 x 目標達成
ケース５ a-1 b c+1 x 目標達成
ケース６ a+1
期間目標をｘ+1に修正
変更計画 a+1 b c x+1(a+1+b+c)
ケース６ a+1 b-1 c x 目標以下
ケース7 a+1 b c x+1 目標達成
結果中期計画目標N+2年度N+1年度年度
 
（筆者作成） 
 
これまでの論議を踏まえ、まず、ケース 3、4、5について確認する。当初設定された３年間の
目標をｘ（=a+b+c）とする。仮に初年度の評価が当初年度計画で達成すべきaを下回った場合（a-1）、
残りの 2年度で修正を加えてｘを達成できるような修正を行なうことが想定される。しかし、既
に述べたように、評価のタイミングを考えると次年度計画への反映は早くても半期を過ぎた時点
であることから、現実的にはケース 3のように N+1 年度のみで全てを挽回することは難しい。し
たがって、現実的なフィードバックとしてケース 4や 5が考えられる。そして、先に述べたよう
に N年度評価が当初目標以上であったとしても、当初の期間目標である xを上方修正するインセ
ンティブはない。最終結果として x+1 を達成できれば当該期間の業績は目標値を上回ったことに
なるからである。ケース 6のように、N年度の評価結果に基づいて期間目標を上方修正（x+1）し
たとする。N+1 年度の結果が b-1、N+2 年度の結果が cであったとすると、結果は a+b+c=x となり
修正前の目標達成となるものの、修正後の目標は下回ったことになる。また、ケース 7では、修
正前の目標と比べれば好業績であったはずのものが修正により目標どおりの結果におわること
になる。 
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このように、期間目標の達成に向けて、各年度の目標値（a, b, c）を修正することについて
は、最終業績との関係で積極的な対応が見込まれるが、期間目標（x）の変更については、やは
り最終業績との関係で修正を行う魅力は小さい。これらのケースから、計画へのフィードバック
を行うにあたっては、あくまでも中期計画の達成目標を基準にして、軌道修正を行うという考え
方が現実的であると考えられる。 
 
5-3 ローリングシステムとその課題 
 
N 年度の評価結果を翌年度以降全体に反映させ、全体期間の計画を作成しなおす（洗い替える）
という方法はローリングシステムと呼ばれる24。業績評価が内部運営ではなく対外的な情報公開、
組織運営の透明性の視点を併せ持つことにかんがみれば、予算の増減や計画指標の修正など、フ
ィードバック結果を第三者が比較的容易に把握できることが望ましい。その点で、一定期間を見
直すローリングシステムという方法は中期的視点を加味したアピール度を併せ持つ。以下では、
評価のフィードバックの 1つの考え方として、ローリングシステムの可能性と課題について検討
する。 
5-2 で触れたように、独立行政法人に対する毎年の業績評価は各年度の事業実績に対する評価、
最終年度の評価は法人に対する期間中の業績評価であるが、評価結果のフィードバック方法とし
て、各年度の評価に合わせて中期計画
．．．．
を更新する方法と、中期計画の構成要素として位置付けら
れる年度計画
．．．．
の一定期間分を更新する方法、そして、当該中期計画期間の年度計画を更新する方
法が考えられる（図 4）。 
 
図 4 フィードバック方法のパターン 
49 
パターン1　中期計画全体を更新
中期計画
年度計画
パターン2　一定期間（=中期計画期間）の年度計画を更新
中期計画
年度計画
年度計画
パターン3　中期計画期間の年度計画を更新
中期計画
年度計画
年度計画
年度計画
 
（筆者作成） 
 
まず、基本的に中期計画は年度計画の積み上げではなく、中期計画のブレイクダウンとして年
度計画が存在している。これは、独立行政法人制度として、主務大臣から提示される中期目標を
もとに、それを達成するための中期計画を作成するというフローから明らかである。したがって、
年度計画の変更は必ずしも中期計画に影響を及ぼすわけではなく、逆に中期計画の変更は年度計
画に影響する。また、中期計画は向こう 3年から 5年間の経営目標である。これを期中で修正す
ることは経営計画の変更となるが、毎年の評価結果のフィードバック対象とした場合、厳密には
毎年修正、変更が加わることとなる。これはその性格から好ましいとは思われない。端的には「中
期」という期間目標が単なる「単年度」の目標と化してしまう恐れがあること、また一定期間の
うちに何を目標とし、そしてその目標に向けてどのような投入をすべきか、という経営資源投入
計画の意義が薄れてしまう恐れがあるためである。また、現状では中期計画終了時には当該組織
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のあり方、業務内容について見直しを行い、事務、事業の改廃を行なう可能性が示唆されている
25。中期計画という一定期間を毎年ローリングさせていくことは、自動的に見直しのための期間
が延長されるという印象を与えかねない。行政改革という独立行政法人制度発足の経緯にかんが
みても、中期計画をローリングさせていく、パターン１の方法には一定の困難を伴うものと想像
される。以上より、ローリングシステムにおける計画のフィードバック対象を中期計画とするこ
とには困難があると考えられる。 
さらに、更新対象の範囲を、たとえば 5年間という一定期間とした場合、現行の中期計画期間
を超える期間分については、上位計画がないままに新たに作成することとなり計画の信頼性に疑
問が生じる。また、敢えて作成した場合でも、新たな中期目標・計画が策定された段階で当該期
間の年度計画は刷新されることになり、フィードバックのための事務作業ばかりか、フィードバ
ックそのものが形骸化することになりかねない。したがって、パターン 2の方法についても困難
性があり、結果としてローリングシステムによる更新は上位計画たる中期計画期間の範囲を対象
とすることが適当と考えられる。 
これまでの議論をもとに考えうる方法を整理すると図 5のようになる。まず、フィードバック
は評価対象年度の翌年度計画以降に反映することが可能である。一方で、評価結果が明らかとな
るのは第 3 四半期であり、評価対象の翌年度（N+1 年度）は既に半期を過ぎていることから、こ
の時点で年度計画全体を見直すよりも、N+1 年度計画においては必要に応じて計画の微修正を行
なうことが現実的である。なお、そのパターンとしては表 2に挙げたとおりである。当該年度の
事務作業は明らかに増加するが、年度計画に記載した指標を修正した場合でも、年度計画の変更
は主務大臣への届出のみで可能であること、通常、年間を通じて年度当初計画のままに事業が推
移することは考えにくく、期中における事業や予算の見直しは日常的な業務として行なわれてい
ると思われること、また N+1 年度は微修整の範囲であることなどから指標の見直しの負荷は中長
期的には平準化されていくと思われる。このように、ローリングシステムを導入し、そのスタン
スとして中期計画の達成に向けた軌道修正のためのツールであるということを共通認識とする
ことで、評価結果のフィードバックの１つの実施方法となるばかりではなく、各年度の設定目標
とその達成関係を明確にすることができると考える。 
 
図 5 ローリングシステムの構図 
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(筆者作成) 
 
 
6 効果的なフィードバックシステムの構築に向けて 
  
 
評価結果のフィードバック対象としては、予算、計画（指標）ともに対象となりえる。ただし、
予算要求に対するフィードバックは要求等の事業サイクル及び評価制度のサイクルに照らして、
少なくとも翌年度予算要求へのフィードバックは困難である。一方、期中の実施段階において、
目標の達成度に照らした予算額修正というフィードバックが可能である。ただし、評価結果に基
づき、事業の継続、縮小などの判断が必要となる。一方で、計画、指標へのフィードバックは目
標の達成に向けて法人運営の改善や事業の軌道修正を促すという点において一定の意義を持ち
うる。 
なお、法人の存在意義という意味において、その機能、役割に対する評価結果の影響という点
では、主務省から提示される中期目標や各独立行政法人の名称、目的、業務の範囲等に関する事
項を定める法律26の規定に関係するため、フィードバック対象として考えうるか、より議論が必
要と思われる。 
フィードバックの方法としてのローリングシステムは、中期計画という複数年期間計画を持つ
独立行政法人制度にとって、目標管理という視点で有意な方法である。ただし、その場合、更新
区間（ローリングの期間）について注意する必要がある。論理的には、上位計画の範囲内での更
新が整合性を有することになるため、中期計画期間内における更新が適当である。しかし、予算
へのフィードバックにおいて、中期計画及び年度計画予算はそれぞれ期首に定められるものの、
評価単位の視点では年度計画予算編成の段階で初めて事業やプログラムとしてまとめられてい
るのが現状である。したがって、ローリングシステムとして予算へのフィードバックを検討する
場合は、計画と連動して複数年度に亘る各年度の予算の編成を行なう必要も生じる。 
なお、国家財政が厳しい状況にある中で、中期目標の達成如何に拘わらず運営予算は縮小・削
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減という、特にインセンティブの面から見て課題を抱えている。目的積立金という組織に対する
インセンティブ制度はあるが、果たして個人に対するインセンティブがないままに、組織に対す
るロイヤルティが持ちえるかという動機付けの点からの検証も必要であろう。 
 
 
7 おわりに 
 
 
最後に、評価結果を適切にフィードバックするためには評価基準や考え方など評価のフレーム
ワークの整理・構築が必要であることに触れておきたい。特に、独立行政法人が実際には政府の
政策に大きく関与していることにも関連して、政策体系から法人の年度計画まで一貫しているこ
と、そしてその政策体系と予算が連動していることが重要である。具体的には、（１）設定指標
を主務省の政策と関連付けること、その流れで予算体系、評価体系を形成し、指標を設定するこ
と、（２）経費節減ではなく、法人パフォーマンスの改善を目的とすること、（３）年度計画は中
期計画のためのプロセスと位置付けること、が挙げられる。この点は、多くの議論を必要とする
事項であるが、フィードバック方法を検討するうえでは、同時並行的に検討していく必要がある
と考える。 
 現在の独立行政法人制度は行政改革の流れの中で、行政の効率化という考え方により創設され
たものである。したがって、現体制下では実施事業の成果よりも経費効率化、人員削減といった
第三者にも明示的に理解される結果を求められている状況にある。そもそも、総務省評価委員会
も、法人の性格別にワーキンググループを分類しているように、独立行政法人は実施事業を見て
も多種多様である。したがって、十把一絡げに一律の目標や評価指標を適用することが適当とは
思われない。しかし、法人ごとに制度を構築するのは効率的ではない。いくつかの分類に基づい
て、それぞれの性格にあった指標の設定や評価指標、そしてフィードバックの方法を設計するこ
とが独立行政法人の実施事業の成果や効率化を図るうえで、現状に比して客観性を確保でき、ま
た法人制度の本来的趣旨に合致した制度運用の実現に資するものと考える。その中で、上位政策
との連動性を含め論理性を確保することは、評価フレームワークの構築を図るうえでの嚆矢とな
ると考える。先に触れたように、評価委員会の役割として、目標設定の段階における関与を確実
にし、評価の PDCA サイクルを確立させることが必要であろう。 
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図 1 独立行政法人の年次サイクル 
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（JICA の事例を基に筆者作成）
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